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m 結論

はじめに

1980年代の途上閣の経済は，財政拡大を前提と

する増分主義的な経済運営や長期的・包括的な開

発計画から一転して，緊縮を基調とする経済運営

への転換を余儀なくされている。途上国の開発行

政はこのような状況を背景にひとつの転換点に立

っている。民営化（privatizatio心，非補助金化

(desubsidization），分権化（decentralization）など，

途上国において同時的に進行している一連の行政

改革は，開発行政の転換を具体的に象徴する課題

である（注日。

本稿の主題との関連でいえば， D・ コンヤース

の指摘するように，分権化は開発行政におけるひ

とつの「流行」位幻にすらなっている。本稿は

1982年に始まるパングラデシュの地方行政改革の

背景を政拍・経済の両面から明らかにするもので

あるが，経済的背最のなかには，こうした国際的

な開発行政の現状も視野に含まれていることをの

べておきたい。

本論に入るまえに，地方行政改革をも含む分権

化政策への研究の視点を，最近の代表的な諸研究

によって整理しておこう。個別の国における分権
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化政策の類型化，政策動機の分析などについて

は，これらの研究がすでにいくつかの有益な視点

を与えてくれているからである。

1980年代の初頭には，分権化，とくに地方行政

改革を中心とする政策の動向について，いくつか

のまとまった研究が発表されている位3）。

そうした研究のなかで分権化（decentralization)

の概念を形態論的に整理したロンディネリらによ

れば，分権化どは，「計闘，決定，管理の機能を中

央政府から，現場部局（fieldorganizations），政府の

下級単位（subordinateunit），半独立的な公共法人，

広域あるいは地域的な開発機構，特定機能型の公

社ないし非政府組織に移譲（transfer）すること」

借りであると定義される。そして，この定義をも

とに，分権化をつぎの4形態に分類している性的。

第 1は，分散（deconcen tra tion）である。これは

中央政府内部，あるいは現場部局ないし地方行政

への機能の移譲である。地方行政の場合は，さら

にこれが統合型（integrated）と非統合型（u凶nte-

grated）に 2分類される。前者は中央政府の職員が

地方行政の内部に配置されて分散政策のつなぎ役

を果たす場合であり，後者は地方行政が独自に機

能を移譲される場合である。

第2は半独立の法人ないし準政府機関に対する

委任（delegation）である。特殊目的に沿って設立

される公共法人による活動が委任の典型とされる

が，この場合でも中央政府との関係については，

『アジア経済』 XXVII-3 (1986. 3) 
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その緊密さに幅広い差異が存在する。

第3は委譲（devolution）である。彼によるとこ

の形の分権化は途上国では典型をあげることがで

きないが，住民によって選任された代議員からな

る地方自治体 (localgovernment）に，ほぽ完全な

機能の移譲を行なうケースである。

第4は，いわゆる民営化（privatization）を含む，

非政府機関への機能の移譲である。

こうしたロンディネリの分権化に関する概念、

と，それをもとにした類型化は，きわめて現象記

述的である。彼は，これらの類型が純粋な形で観

察される例は少なく，通常は分散と委任ないし委

譲の組み合わせが採用されるとしている他的。た

とえば，インドの小農民開発公社（SmallFarmers 

Development Agency）は委任と分散の 2要素を併

せもっている。これに対し，マレーシアの連邦

農業開発公社（Federal Agricultural Development 

Authority）は，より純粋な委任の例とみられる。

委譲の例としては，ロンディネリはスリランカに

おける県開発評議会（DistrictDevelopment Council) 

の例をあげてし、る。これは， 1980年に法制化され

たもので，県選出の国会議員と， 4年任期の民選

議員からなる県開発評議会が，課税および借入権

限をもち，これによる開発資金をもとに，県内の

年次開発計画の策定を行なうのである。評議会は

それまでの地方行政機能にあわせて，開発計闘下

のプロジェクトの策定，実施の権限を持ってい

る。

このように，いわゆる分権化の内容は，きわめ

て多岐にわたる。そのなかで，地方団体への機能

の移譲が特別に重要な意味をもっていることも首

脅されるであろう。

ロンディネリは， 1970年代の初頭から， 80年代

にかけて，このような多彩な内容を合む分権化が
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途上国において推進されてきた背景を次の5点に

まとめている（注7）。

(1）集中的な（central)計画と管理の実績に問題

のあることが認められてきたこと。とくに中央官

僚機構の硬直性と反応の鈍さが指摘され，分権化

はそうした事態への対応策とみなされてきたこ

。
レ」

(2）経済発展への関心が成長の極大化というよ

り，分配の公正さを強調する政策へと移ったとさ

れること。

(3) 開発活動が複雑多岐にわたってきたことか

ら，中央による一元的な指示と監督に限界のある

ことが明らかになったこと。

(4）政治的危機，対外的圧力により，地方レベ

ノレの社会・経済・政治課題の解決が急がれたこと。

（引 いくつかの国においては，少なくとも，イ

デオロギー的に，分権化は地域自立，参加，資任

原理（accountability）と結びつけられ，政治的な目

標とされたこと。

分権化の背景に関するロンディネリの以上の指

摘は，主として1970年代末までの穏々の分権化政

策を前提としてなされたものである。

とれに対して， 1980年代初頭以来の分権化論を

「；最も新しいひとつの流行Jとしてみるコンヤー

スは，従来の概念整理や政策の背景についての指

摘がいくつかの点で再考されるべきであると主張

する位的。

たとえば，分権化と集権化を排他的な対極概念

と位置づけることに対しては，コンヤースは両者

の境界は必ずしも明確ではなく，場合によっては

「集権化の枠内における分権化J(decentralization 

within centralism）と考えられる政策が存在するとみ

る。彼女によればむしろほとんどの分権化計画は

「中央政府の分権化」（decentralizethe national go-
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vernment）とすらみられるのである他的。

またこれと関連して分権化計画が中央政府の主

導権のもとに推進されたのか，あるいは地域的な

主体の圧力によってすすめられたのかとU、う点に

も着目している位10）。この点も， 1970年代末まで

の分権化政策の経験をふまえた新しい段階におけ

る類型化として有効であろう。

そもそもロンディネリが分類した四つの分権化

概念も，準政府機関への委任と民営化というよう

に，今日の段階では相反する評価の与えられてい

る要素が含まれており，これを分権化政策という

概念で一括することの意味が，今日では疑問視も

されよう位11¥

また分権化の背長についても，コンヤースは，

明示的（explicit）な目的だけでなく，非明示的

(implicit）な目的を検討する必要のあることを強調

する〈注12）。明示的な目的は通常「民衆に権力をJ,

「政府を民衆に近づけるJなどと積極的な意味合

いで表現される世間。他方，非明示的な目的はし

ばしば政治的な意図を含むものとなる位14)0分権

化の背景としてロンディネリがあげた5点は，と

のコンヤースの指摘からすれば，各国の政策当局

が明示的な目的としてかかげるものと一致してい

る。しかし実際の分権化は，こうした明示的な目

的だけではなく，非明示的な目的も含む捜雑な動

機から実行されるのであって，分権化がしばしば

明示的な目的に沿った効果をあげえないのは，分

権化の背景にある，このような権維な動機を視野

に入れなかったためであるどコンヤースは指摘す

る（注15）。

ただ注意したいのは，非明示的な目的は，途上

悶の政策当局のみについて諮られるのではなく，

撰助供与問・供与機関側についても諮りうるとい

うことである。コンヤースはこの点について
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及を避けているけれども位同，地方分権化を開発

財源負担の住民転嫁の一手段として位置づけてい

る，ある世銀作業ペーパーの主張位17）などは，お

そらくこの種の非明示的目的に重なりあうもので

あろう。

分権化の背景やその動機に関するこれらの研究

を参考に，ここでパングラデシュの事例分析にあ

たっての基本的視角を整理しておこう。第1は，

バングラデシュにおける援助環境の現状を背景

に，開発行政面での新たな対応としての地方行政

改革がうち出されてくる論理をあとづけることで

ある。この点は第I節で扱われるが，分析の主眼

は1980年代にとくに顕著となった援助吸収能力の

低下に対する行政的対応として地方行政改革を位

麗づけるところにある。そのため，経済構造の変

化などとの関連についての配躍が十分には払われ

ていないが，この点は今後の課題としたい。

第2は，コンヤースの指摘を念頭に，地方行政

改革の政治的目的の分析に重点を置いたことであ

る。ただ第I節の1.で後述するように，パングラ

デシュの場合，政治的目的はかなりの程度明示的

である。それゆえにこそ，この側面についてはや

や立ち入った分析を試みたい。

〈注1) A・w・クローセン『m36凹世銀総会にお
ける総裁演説』世界銀行東京事務所 1981年参照，

とくに 8～9ページ。また世界銀行『世界開発報告

1983』東京 1984年は，援助供与機関側の開発行政へ

の関心のあり方を示している。

( it 2 ) Conyers, Diana，“Decentralization: The 
Latest Fashion in Development Administration？” 

Public Administration and Development，第3務

第2I}, 1983年4/6月， 97～109ページ。

（注3〕 研究状況と主要文献について， Conyers,

D.，“Decentralization and Development: A Review 
of the Literature，” Public Administration and 
D叩 elop師側t,i'F,4巻第2札 1984年4/6月， 187～

197ベージ参l版。
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（注4) Rondinelli, D. A.; G. S. Cheema，“Im-

plementing Decentralization Policies: An Intro-

duction，” G. S. Cheema; D. A. Rondinelli編，

Decentralization and Development, ピパリーヒノレ

ズ， SagePublication, 1983年， 18ベージ。

（注5〕 河と書 18～25ベージ，およびRondinelli,
D.A.，“Implementing Decentralization Programmes 

in Asia: A Comparative Analysis，＇’Public Admin-

istration and Development，第3巻第3号， 1983年

7/9月， 1槌～189ベージ。

（注6) 以下の各事例についての指摘は同上論文

189ページ。

（注7〕 同上論文 182～185ベージ。

（注8) Conyers，“Decentralization: The Latest 

Fashion・・・・・・，＇’ 98ベージ。

（注9) 向上論文 105ベータ。コンヤースは， こ

の論文のなかで，“decentralizationwithin centrali-

zation，，あるいは“decentralizationas a means of 

‘recenむalization’”などの表現をも使っている。

〈注10）詞上論文 100ベージ。またコンヤース

のその後の論文“Decentralization: A Framework 

for Discussion，” H. Abdul Hye編，Decentralization,

Local Gover・nment Institutions and Reso附官

Mobilization，クミッラ， BangladeshAcademy for 

Rural Development, 1985年， 22～42ベージ。

（注11) Conyers，“Decentralization: A Frame-

work ……Jは新しい概念のための問題整:flftとして有
益であろう。

〈注12) 向上論文 29～30ページ，およびConyers,

“Decentralization: The Latest Fashion ・・・・・・.＇’ 100 

へーシ。

（注13) Conyers，“Decentralization: A Frame-

work・・・・・・，＂却ページ。

（注14) 河上。

（注15) Conyers，“Decentralizati 

Fashion・・・岨・・，＂ 106ベージ。

（注16) 向上論文 100ベージ。

ぐ注17) Cochrane, G., Policies for Strengthening 

Local Government 仇 D抗措lopiπgCountries, ワ

シントン D.C., IBRD, 1983年。
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I 地方行政改革の経済的背景位。

1. ウポジラ計画の概要

1982年3月のクーデタで全権を掌握した，バン

グラデシュのエfレシャド現政権の地方行政改革は

「ウポジラ」計画と呼ばれる。ウポジラとは，ベ

ンガノレ語で副（upa－）県（zila）を意味する。地方行

政単位としては，第1表でみるように，県（zilaな

いしdistrict），サプディビジョンに次ぐ位置にある

タナ（thana）を改名し，行政機能を強化したもの

である。行政村と通例訳されるユニオンはウポジ

ラ（｜日来のタナ〉のさらに下級の単位である。ユニ

オンはさらに10～12の地租行政上の村（mouza）か

らなり，いわゆる自然村的な集落はさらにその下

位に位置するのである。ユニオンに至るまでの各

級単位の平均人口は他の南アジア 3カ国とともに

表中に示されている。第1表をもとにした比較者

察は後述することとし，ウポジラ計画の概要をで

きるだけ簡略に示しておこう位2）。

(1) 従来，中央省庁の最末端機構としてのタナ

には，その行政長官であるサーク1レ・オフィサー

(COと略称〉を中心とする数名の行政官が派遣さ

れていたのであるが，このレベルをあらゆる地方

行政活動の中核として拡充する。裁判機構もサプ

ディピジョンどまりであったものが，高lj判事

(assistant magistrate）を配置することによって，初

級審の機能をもっ。

(2) 地方レベルの開発事業は，ウポジラ評議会

(upazila parishad）が全面的に管轄する。評議会

は，普通選挙によって選ばれる 1名の議長，ウポ

ジラ内の各ユニオン評議会（unionparishad）の議

長，政府によって任命される 3名の婦人議員，ウ

ポジラの行政官（12名，投棄権を持たない〉，ウホ。ジ

ラ
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ラ〔タナ〉中央協同組合連合会（総合農村開発計画で

つくられた協同組合，本節2.参照〉議長および政府任

命議員1名よりなる。ウポジラないし，かつての

タナのレベルで，直接選挙による議長職を設けた

のはこの計画が最初であり，この点が政治的な論

議を呼んだのである〈第E節の3.参照〕。 (1）で拡充さ

れた行政官はウポジラ評議会に責任を負う（acco-

untable）とされ，ウポジラの行政長官であるウポ

ジラ執行官（upazilanirbahi o伍cer，略称、UNOと呼

ばれる。かつてのcoに相当）はウポジラ評議会の書

記（secretary）と位置づけられる。ただし，ウポジ

ラの設置とウポジラ議長の選挙が行なわれるまで

の移行期間には， UNOが議長代理をつとめてい

fこ。

(3) またウホ。ジラの管轄事項については，各行

政官に関する職務分掌（Charterof Duties）が定

められている。ウポジラの管轄事項は移譲事項

(transferred subjecぉ）と称され，中央に留保される

事項（retainedsubjects）は17項目である。ごく簡略

化して紹介すると，それらは， (1）民事，刑事司法，

（ロ）租税など中央議入，料治安，（－：：.）登記，同必需物

資，付電力，（め2県以上に及ぶ濯i銃，例技術教

育，中学以上の教育，（リ）県病院，医学校，伊）調査

実験施設，。ゆ大規模育種場，（ヲ）大規椴工業，（ワ）県，

ウポジラ間交通，運輸・通信，（妨洪水制御・水資

源，悼海洋漁業，（め鉱山・資源，（吋国家統計で

ある。これらの分野に関する中央の行政官に対し

でも，ウボジラ評議会は回答を求めることができ

る。

しかし移譲事項，留保事項いずれに係る行政官

についても，その人事権は中央政府にある。

(4) ウポジラは，従来なかった徴税権と，中央

政府の年次開発計画の一部としての，ウポジラ開

発補助金（upaziladevelopment assistance）を与えら

6 

れる。

(5) タナからウポジラへの編成替えは全タナで

同時に行なわれるのではなく， 1982年11月7日か

ら84年2月1日の聞に， 10回に分けて行なわれた

（注3）。またウポジラの設置によって従来のサブデ

ィビジョンは存在意義がうすれてきたため，これ

を県に昇格させ，これまでの県に集中されていた

機能をこれらのサブディピジョンに移譲すること

が並行的にすすめられた位4)。これは本来のウポ

ジラ計画の内容ではないが，今回の地方行政改革

の一部と考えられる。

以上がエルシャド政権によるウポジラ計闘の概

要である。この計画によって，ウポジラは，従来

のサブディビジョン並みの機能を果たす行政単位

となる。バングラデシュでは通常タナ行政中心地

は1日で往復可能な距離にあると考えられてい

る。その点で，この地方行政改革は，行政を民衆

に近づけるという意味で，それなりの根拠をもっ

ている。また南アジアの他の諸国， とくにイン

ド，パキスタンと比較した場合，パングラデシュ

の行政区分は，人口規模のおおきいことが知られ

ている。

第 1表は南アジア4カ国の行政区分を比較して

いる。 4カ闘のうちインド，パキスタンは連邦制，

他の 2カ国は単一国家（unitarystate）の形態をと

っている。この点の差はともかく，県を地方行政

の中核としてきた伝統は！日イギリス領植民地のイ

ンド，パキスタン，パングラデシュだけでなくネ

ノξーノレについても妥当する（注目。その点では，パ

ングラデシ品の地方行政の特色をみるためには，

第l表のような概略的比較も有意義である。

パングラデシュについて，特徴的なのは，県の

人口規模がインド，パキスタンに比較して圧倒的

におおきいことである。人口規模からすれば，パ
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第 1：衰弱アジア諸国の行政区分と平均人口（1981年）

（単位： I，α犯人，かっこ内は区分数〕

行政区分 ｜ イ ン ド ｜パキスタン ｜バングラデシュ町 ネパール

83,782" 87,120 15,023 余人口（附｜ 回5,185')

レベル I state (22) province (5) •l division(4) 
31,145 16,756 21,780 

レベル E district(360)2J district (64) 5l district (20) development regio叫5)
3,005 1,903 1,309 4,356 

レベル E subdivision subdivision subdivision(71) zone(14) 
1,227 1,073 

レベル IV block markaz thana(478) district (75) 
180 200 

レベル V I village village union(4,472) gram(4,051) n 
19 4 

（出所〕 インド： Register-General,Census of India, 1981, Fi珂d Population Totals，デリー， Controllerof 
Publications, 1983年。
パキスタン： Population Census Organization, Housing and Population Census of Pakistan, 1980-81，イ

スラーマーパード， 1981年。
バングラデシュ： BangladeshBureau of Statistics, Statistical Yearbook of Bangladesh，ダッカ， 1982年。
ネノfール： Cen:士ralBureau of Statistics, National Planning Commission, Statistical Pocket Book, 1984，カ

トマンドゥ， 1984年。
（注） 1）ジャンムー・カシュミ－Jレおよびアッサムは推定による。 2〕連邦直轄地域内の districtは除く。
3）アーザード・カシュミールを除く。 4）アーザード・カシュミールとイスラーマーパードを除く。 5）アー
ザード・カシュミ－Jレ，イスラーマーパード，部族地域を除く。 6）区分，区分数，人口はすべて1981年のも
のである。 7) gram parにhayat(4,022）と townpanchayat (29）の合計で，アジア経済研究所動向分析部井

上恭子氏の教示による。

ングラデシュのサブディピジョンが他の2カ国の

県に相当するのである。

したがって，今日パングラデシュの地方行政改

革におけるひとつの焦点となっている，タナのウ

ポジラ化，サブデ、イビジョンの県への昇格は人口

規模の面からは，それなりの合理性をもっている

といわねばならない位引。この点を確認したうえ

で，ウポジラ計画の分権化政策としての特徴をひ

とまず整理しておこう。

ロンディネリの類型化によれば，この計画はま

ず統合型分散（integrateddeconcentration）の性格を

もっている。あるし、はコンヤースにならえば，「中

央政府の分権化」（decentralizethe r凶tionalgovern-

mcnt）という規定もあてはまろう。しかし，同時

にウポジラ評議会への機能の移譲が広範に行なわ

れるという建前に注目すれば，不十分ながらも，

委譲（devolution)の要素もみとめられる。しかし，

中央政府の行政官であるウポジラの官吏に対し，

ウポジラ評議会の統制機能がはたして有効に作動

するものであろうか。とくにウボジラ財政におけ

る開発補助金の存在が，この点で重要である。

またコンヤースの指摘した分権化の主導権とい

う視点からすれば，ウポジラ計画は百ノf一セント

上からの改革である。建前上は委譲に近いと見え

る改革が実際には，どのような類型に属するもの

なのかは，財政等の現実の運用を検討せずに判断

することは不可能である。その；意味で，本節の以

下に検討するこの計画の経済的背景から，ウポジ

7 
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ラ計画の分権化の実態の一面を知ることができょ

う。

また非明示的目的の検討という点では，ウポジ

ラ計画の政治的背景を知ることが重要である。ェ

ノレシャド戒厳令司令官は，1982年12月，55人のウポ

ジラ執行官（当時はまだタナ執行官と呼ばれていた）

に対し，タナ再編の目的について演説を行なっ

た位7）。

そのなかで彼は行政官が積極的に村民の聞に入

り，その声に耳を傾け，その要求に沿った地域の

計画をつくるよう呼びかけている。この地方行政

改革は，それを可能にする制度であり，行政官が

私腹を肥やすのではなし国家のため，貧民のた

めに働く機会を与えるものであると訴えた。さら

に，いずれ政治活動は再開されるであろうが，そ

の前に，国民のために，清潔かつ強力な統治機構

を与え，発展の基礎をつくるのがこの地方行政改

革の目的であり，それによって「権力の平和的移

譲Jを行なうとのべた。

つまりこの地方行政改革のなかには，政治的目

的が明示的に含まれているのである。したがって

政治的意図すなわち非明示的という等式が成立す

るわけではない。政治的であれ，経済的であれ，

明示的目的の背後に，より本質的であると考えら

れる意閥的な目的が見出せたとき，これが非明示

的目的とされるのである。

2. バングラデシュへの援助と開発行政

ウポジラ制度導入を中心とする地方行政改革の

経済的背景は，（1）援助に強く依存した，パングラ

デシュの経済開発政策が直面する困難と，（2）より

特殊的には，農村開発行政の転換というニつの側

面から探ることができょう。

前節でふれたように， 1980年代の途上国におけ

る一連の行政改革の背後には援助環境の悪化とい

う，途上国にとっては外因ともいうべき事情が存

在する。バングラデシュのように経済開発計画源

資の8割もが直接・間接の援助財糠である国の

場合に，こうした関係は容易に理解しうる。まず

第2表が示すように，毎年度の開発支出に占める

外国援助の比率は，ムジプル・ラーマン政権後の

9年間において66t討を下ることはない。 1971年の

パングラヂシュ独立以来のすう勢と比較すれば，

とくに70年代末以降は援助額の伸び悩みがみら

れ，数字上は援助に対する依存度がやや低下して

いるかのようにみえる。しかし援助と開発行政と

の関連からより重視されるのは，援助内察そのも

のの変化である。

第3表を参照すると，パングラデシュ独立以降

の捜助の内容には，おおきな鎖的変化がみられる。

1975/76年度などは，食糧接助は全援助額のほぼ

ffi 2議長開発支出に占める外国援助の比箪

く単位： 100万タカ〉

11975/76r附州問／781197仰 11979/80I 19附 1I 19帥 2[19削 3119附 4
1.開発支出総額 I7,441.91 9,9n.s112,196刈 15，臼6.ol21,725.71 24,683.0l 25,529.4[ 29,617.0; 35,847.5 
2.外償援助 I7,360.41 s, 795. 71 9,207.41 11,242.6] 15,409.3] 16,3S2.1] 22,41s.o: 24,620.Zi 27,384.2 

3.外国援助の比務（%）｜ 98.91 田.21 75・判 72.3] 79. 91 66.4] 67 .81 83.11 76.4 

（出所） Bangladesh Bureau of Statistics, Statistical Yearbook of Bangladesh 1983-1984，グッカ，

1985年， Table10. 6, 466ページ。
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3分の 1から 2分の 1を占めていた。非プロジェ

ケト（商品〕接助は，とれをうわまわるほぽ40右注台

の水準を保っており，プロジ且クト援助は平均し

て18.2i＇：五を占めるにすぎなかった。 1970年代半ば

以降この構成は着実に変化し，プロジェクト操助

の比重が一貫して高まった。 1977/78年度にはプ

ロジェクト披助の比率はほぼ3分の 1の水準に達

し， 83/81年度には43.6~＇,;i: まで上昇し， 80年代に

入ってからは，つねに40名手台を超えている。

パングラデシュの場合，援助額の増大やプロジ

ェクト援助の比率の上昇は必ずしも，債務累積問

題をひきおこすわけではない悦的。むしろ，プロ

ジェιグト援助比率増大はパングラデシ旦において

は，機助吸収能力の低下，国内における開発行政

上の険路といった問題を表面化させることになっ

たのである。

パングラデシュ開発研究所の経済学者の指摘に

よれば， 1971年から82年の聞に，食糧援助と非プ

ロジェクト援助の場合，それぞれ年間援助供与額

の76～88~江および50t',;i:が実行されえたのに対し，

プロジェクト援助の場合この比率は15f,j:にしかす

ぎなかった（注9）。

1980年代に入って以降，プ口ジェクト按助実施

状況の盤、化は明らかで，世界銀行の指摘によれ

ば， 79-81年の聞の平均実行額が，年度当初の累

積供与予定額の25訟であったのに対し， 81/82年

度はこの比率が221；，翌82/83年度には， 19lii

へと低下した。国際開発協会（IDA）による援助に

ついては，同じ比率カ！1978/79年度の19.41iiから

82/83年度の12.31；へと低下，アジア開発銀行に

よる援助では， 78/79年度の22.sr:i:から82/83年

度の 8.H'>i=へと低下した。これらの数字は南アジ

アの他の諮問と比較してもはるかに低いものであ

ると世界銀行は指摘している位則。

9 



1986030012.TIF

1980年代の援助環境の悪化という共通の背景に

加えて，パングラデシュの場合，援助内容そのも

ののこうした質的変化が，開発行政の転換を迫る

要因となっていることは明らかである。バングラ

デシュでは，ジアウル・ラーマン政権のもとで，

1980年度から第2次5カ年計画を発足させたが，

開発政策と開発行政の転換が援助供与問・機関側

から明確な形で提出されたのは， 81年度からであ

った。

1981年度の世界銀行のバングラデシュ経済報告

は，第2次5カ年計画を「非現実的な希望」のう

えに立っていると批判し，（1）実現可能性の高いプ

ロジェクトを中心にした「コア・セクタ一行動計

画Jの策定，（2）民間資本活用政策の定着等を指針

とする勧告を提出した位11〕。この勧告は世界銀行

のクローセン新総裁の緊縮路線がバングラデシュ

に適用された最初の事例であった。

IMFも同年末， 8億SD Rの緊急融資に対す

る融資条件の実行が遅れていることを理由に融資

の実施を一時停止するなどして，いわゆる調整政

策の実行を促した。調整政策の内容は通貨の切り

下げ，石油・石油製品価格の引き上げ，食糧およ

び肥料補助金の削減，開発計画実行状況の監察強

化などであった位曲。

ジアウfレ・ラーマン政権からエルシャド政権へ

の過渡期に明瞭になった世銀・ IMFの方針は，

1982年3月のエルシャドによるクーデタ後の政権

によって受諾された。

年次開発計画（annualdevelopment programme) 

ではプロジェクトに優先順位が与えられ，使先さ

れる「コアjプロジェクトには，国内源資が優先

的に配分され，プ口ジェクト完成のスピード・ア

ップがはかられた。そして年次開発計画にもり込

まれるプロジェクト数はしだいに減らされ，計画

IO 

自体の完成度を高め，実行を迅速化させることが

狙いとされた。現実にプロジェクト数は1979/80

年度に1405件あったものが， 83/84年度は903件，

84/85年度は 828件と減少し， 85/86年度予算で

は， 760プロジェクトと予定されている惟13）。

こうした中央段階のプロジェクトの整理とウポ

ジラ計画の関連については，計画局（PlanningDi-

vision）が 1984年2月5日に各省庁に対してあて

た，年次開発計画策定に関するガイドラインとい

う文書が参考となろう。

文書は，年次開発計画のガイドラインとして以

下の6項目をあげている位14）。

（乱） コア・セクターは優先順位を与えられる。

(b) 直接に生産増強につながるプロジ正クトは

財源をより多く請求しうる。

( c) プロジェクト数は最少限とする。また財源

にみあうものでなければならない。

(d) 完成に近い段階にあるプロジェクトは優先

順位を与えられる。

(e) ウポジラ・レベルで実施しうるプロジェク

トはウポジラ評議会に実行を委ねる。

(f) 援助プロジェクトは，援助実行が最大限可

能になるよう，充分な財源措置がとられる。

文書はこのガイドラインを敷桁してウポジラに

関し次のようにのべている位15）。

ウポジラに財源を配分するためには，全国レベルで

の農業，農村開発，水資源，輸送，社会福祉，建設計

画などのセクターへの配分は犠牲になるであろう。そ

れらのセクターは，プロジェクトや活動分野をウポジ

ラに移転ないし振り分けなくてはならない。全国的な

フ。口ジェクトでさえも中央の監督のもとにウボジラ評

議会によって実施させることができるであろう。この

ことは中央部局の規模や官僚組織の縮小につながろ

う。・…・・農村への道路，農村土木事業，社会福祉団体

への支援，小規模滋統，水産などの活動はウポジラ評
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メングラデシュ地方行政改革の政治・経済的背景

築4衰年次開発計画（ADP）に占める地方団体への補助金
〈単位： 100万タカ〕
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議会のみが行なう分野ともなりえよう。初等教育の発

展，農村地域開発，農村の水道や保健衛生，排水や洪

水制御，農村植林なども：金問的な計蘭と位置づけたう

えで，ウポヅラ評議会が実行するということも可能で

ある。

このようにウポジラ計画は，開発機能の分散

(deconcentration）の一部に位置づけられている。第

4表にみるように，第1年めの1983/84年度に

は，本来の開発財源（表中の［2)c））として17億タカ，

次年度に23惜タカがわりあてられた。また新たな

公共施設，増員される行政官のための政府官舎な

どの建設のために（表中の［2)h）〕それとほぼ同額が

わりあてられている。しかし， 1985/86年度予算

では，開発財源は20億タカどまりであり，計画財

源の制約からいって，どこまで枠がふやせるかは

疑問の余地がある。また同表で明らかなように，

財源はすべて園内資金である。都市行政体である

ポウロ・ショパ（市評議会〕への資金の移転もあわ

せると，地方団体への計画財源の移転は圏内資金

総額の18～22~＂.＋，年次開発計闘総額の10～12院に

あたる。地方団体，とくにウポジラへのこれだけ

の資金のふりわけが，資金の効率的な利用という

結巣をもたらすか否かは，現在バングラデシュで

行なわれている分権化の成否におおきく影響する

にちがいない。

またウポジラ計闘のもとで，新たに課税権限が

与えられたとはいえ，個々のウポジラにとって，

上からの開発補助金の比重は圧倒的である。 1984

年11月に筆者が調査したチャンドプル県のシャハ

ラスティ・ウポジラでは，経常支出のわずか 2右：；；：

が，漁業権の入札，市場税などによって得られた

にすぎず，開発支出の全額が開発補助金によって

賄われていた他的。またウボジラが市場税を収取

I I 
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することになって， 1級下のユニオン財政位17）が

圧迫されるという結果をも招いている。

以上のべたことから，財政面からみたウボジラ

計画の性格を次の2点にまとめることができょ

う。第1に，この計画が開発支出の園内資金部分

の再配分という性格をもつことであり，第2に

は，この計聞においては地方団体への財政権限の

移譲という性格が全く欠けているという点であ

る。

3. 農業行政の転換とウポジラ計画

さらに，計画局の文書から読みとれるように，

ウポジラへの開発補助金は，主として農業，農村

開発の分野にふりむけられる。ウポジラ計画を農

業・農村開発政策の一環とみた場合，従来の政策

と異なる変化はどこに求められるのだろうか。以

下， 1980年代に入つての総合農村開発計画αRDP)

の見なおし，脱補助金化政策とのかかわりで，こ

の点を検討してみよう。

パングラデシュ独立以降の農業開発行政の主柱

はIRDPにあった。これは独立以前からの，いわ

ゆる「クミッラ方式J位18）を継承するもので，タ

ナレベルのタナ中央協同組合連合会（TCCA）を軸

に傘下の農民協同組合（krishaksambaya samiti）を

通じる農業融資ネットワークを農業開発の受け皿

とするシステムであった。とのネットワークを通

じる農業融資は肥料，謹甑等の高収量品種導入の

条件を整え， 1970年代に急速に拡大した〈第5表〉。

とくにクミッラ市を中心とする農村地域はIRDP

方式の成功例と称えられ，バングラデシュ農村開

発アカデミー（BARD）の活動と相まって，農民協

同組合方式の定着の例証とされた。しかし，IRDP

方式が全国的に拡大され，より多くの農民層をカ

ノミーするにつれ，この限界もまた明らかになって

きたのであづた。
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まず第1には，IRDPが当初のクミッラ市周辺の

場合と異なって，上層農民層により傾斜した事業

としての性格を明らかにしてきたととである佐助

活動の中心となる農業金融にしても，クミッラ地

域においですら，ほんの一部の上層農組合員のみ

が活用しうる状況になっており，しかも返済状況

が悪化し，未返済分の大半は， 3エーカー以上の

土地所有者に対する貸付けから生じていた位制。

農業融資の利用と返済不良をめぐるこのような

状況は， IRDP下の協同組合のみにみられるので

はなく，国有銀行やパングラデシュ農業銀行によ

る農業融資全体に通じてみられるものであった。

比較的新しい時点での報告によれば， 1973年以

降，85年6月までの諸機関による農業融資総額463

償却∞万タカのうち， 90億タカが米返済となって

いる。また利用者は農民腐の約15tt:程度にすぎな

いものとされ，その大部分は農村の権力機構の末

端に連らなっているとされている位21)0

IRDP方式のこうした限界は，土地所有の零細

化，土地なし農民層の増加という，この聞の農村

の変化によってしだいに明らかになってきた。

1977年の政府の調査では， 0.5エーカー以下の広
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義の無土地農家は全農家の71.6院を占めていた

世間。 1980年代に入って， IRDPが，農業開発政

策として，いぜんとして有効でありうるか否かが

問われはじめたのは位23），このような状況が背景

にあったからである。 1981年，ジアウノレ・ラーマ

ン政権はIRDPを解散し，農村開発局（Bangladesh

Rural Development Board）に吸収したが，この時

点までに IRDPがカパーしたタナ数は350，農民

協同組合数4万8600，その組合員総数はがJ200万

人であった位24）。

農業政策転換のもう一つの方向は，脱補助金化

ないし，補助金削減政策である。農業融資による肥

料購入，深井戸貸出しなどの費用は高率の政府補

助によって支えられていた他的。 1980年代の初頭

には，IMFの融資条件にはっきりとあらわれてい

るように，こうした各種補助金の見なおしが求め

られた。その根拠として，ひとつに，農業融資と同

様農業投入財が上層農民の独占となっていること

があげられた。また深井戸などの擢i使用設備につ

いては，その稼働率の馨しい低さも補助金政策や

公営事業の弊容としてとらえられた。深井戸の稼

働率は1980年代初顕で約40~：；：と推定されており，

浅井戸の場合でも85も立程度と考えられる（目的。

補助金削減政策は，従来，肥料や瀧概設備の配

給，貸出などを扱ってきた公共機関（とくにパン’ク事

ラデシュ農業開発公社， BAOC）などの活動の縮小な

いし，これら分野への民間参入の開放をもたらし

た。 1970年代末から80年代初顕にかけて農薬，肥

料流通などに閲し民営化措置がとられた。また井

戸の売却もすすめられた。

IRDPの改組，補助金削減等の政策転換が，

業金融を艇子ど十る農業投入財の供与による

生産のi間会という路線の全面的放棄を意味するわ

パングラデシュ地方行政改革の政治・経済的背景

けではない。しかし，世銀・ IMFの経済監察が

とくに強化された1980年初頭以降は，ジアウノレ・

ラーマンが77年のユニオン評議会選挙直後にとっ

た10億タカの特別農業融資計画位27）というよう

な，大胆な政策をとる余地が狭められている。

むしろ開発プロジェクトの削減，補助金政策の

見なおしなどによる圏内源資の余裕を，分権化政

策のような，緊縮政策の延長線上に位置づけうる

政策を通じて農業・農村政策に還元させるという

選択がうけいれられやすいのである。第6表は，

予算ベースでみた， 2時点の農業補助金関連予算

の変化であり，農村開発セクターを中心に，予算

配分のおおきな変化が生じていることをうかがわ

せる（ただし，国内資金部分が直ちに補助金そのものを

怠味するわけではない〉。

したがって，ウポジラ計画は，従来の個別の投

入要素に対する補助金方式にかわる，地域的な一

括補助金方式による農業・農村政策の転換と位置

づけることができる。この点を検討するために，

ウポジラ計聞発足直後の1984年11月に筆者が行な

った現地調査の際収集したあるウポジラの年次開

発計闘の内科を紹介しておこう。

第4表に示したウポジラへの開発補助金は，現

在のところはほぼ均等割で各ウポジラに配分され

ている。計闘委員会のガイドラインでは，ウポジ

ラの制度が定着した場合には，補助金の配分は，

以下の要素を勘定して個別に配分されることとな

る。その要素とは，ウポジラ人口（50！：＇主〕，面積

(10；；；：；），後進性（20lr＇：；），実績（ 20li::i=）である位28）。

また支出簡では，開発補助金の分野別の大枠が，

これも計凶i委員会の指針。位29）としてド記のように

示されている。
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（出所〉 1979/80目 Government of Bangladesh, Planning Commission, Annual De・velopment Programme, 

1979-80，ダッカ， 1979年による。
1984/85: 同， AnnualDevelojうmentProgramme, 1984-85，ダッカ， 1984年による。

（注〉 1)両年度で対応する費目のみ計上。 2) Rural Works Programmeの略。 :3）揚水ポンプ，井戸計画

のみを計上。 4）うち ,13,215が開発補助金などの地かへの阻分。

ウポジラへの開発補助金支出のガイドライン（%）

分野 最低比率最高比率

(Ai農業，濯概，工業 30 40 

(B）物理的インフラ創出 25 30 

（道路など〉

化）社会・経済的インフラ創m 17.5 27.5 

（防スポーツ，文化 5 10 

（めその他（雑〉 2.5 7.5 

筆者が入手したのは，フォリドプ／レ県（再編前の

県〉のモドゥカリー・ウポジラの年次開発計画で

ある。 1983/84年度の補助金292万5000タカはほ

ぼガイドラインに沿って，以下のように配分され

ている。

(A）農業，港紙，工業 1,0日）(1,0（）（）タカ） (35.9~'.;i:) 

（日）物理的インフラ創出 1,0印（ " ) (35.91;,:) 

うちfウポジラ・プロジェクト 700) 

［ユニオン・プロジェクト 350) 

(C）社会・経済的 675 ( " 〕 (23. H＇；，：〕

インフラ創出

14 

（同スポーツ，文化 75(1,000万タカ） ( 2.6t'.;i:〕

(E）その他〈雑〕 75( 。 ) ( 2.6i,＇；，：〕

このなかでとくに注目される（A),（到の項目につ

いてみると，（A）の最大のシェアはウポジラ内の各

ユニオンに存在する16の深井戸の用水路建設にふ

りむけられている（(A）グループの72i,＇与を占める〕。そ

の他の大部分はウポジラの新しし、庁舎群に併設さ

れる鶏舎，植林，農業技術などのデモンストレー

ション施設が占めている。また（B）の物理的インフ

ラの約7割はウポジラレベルのプロジェクトでは

あるが，そのなかには，各ユニオンにまたがる道

路の修復や市場施設の改善，各ユニオンへの改良

公衆便所の新設を含む。ユニオンプロジェクトは

従来からあった農村土木事業（worksprogrammes) 

費をウポジラの開発補助金のなかに組みこんだも

のである。総じて（助については，従来からの農村

土木事業の継承という面が強い。また（C）について
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みると，社会・経済的インフラ創出の内容は，小・

中学校などの屋根のトタン葺き，学校の備品であ

る。（防のスポーツ，文化にはこれもまたウポジラ

庁舎の付属図書館の建設，中学校の運動場の修復

と，実質的に士木事業の延長のようなプロジェク

トが含まれている。

ウポジラ計両がスタートした時点での，ひとつ

のウポジラの例によって，計両全体を判断するこ

とは危険であるが，このケースが全くの例外であ

るとも考えにくい。

要するに，ウポジラへの開発補助金制度は，従

来の農村土木事業補助金の継承のうえに，新しい

地域的な一括補助金を主として農業分野に投入す

るものである。またこのウボジラの例でみるよう

に，その受益層は，深井戸グノレープへの補助金が

如実に示しているように，これまでの個別投入要

素への補助金によって潤ってきた層であることも

明らかである。したがって，ウポジラ計画の導入

は，これまでの農業・農村政策と異なった受益シス

テムの導入ではあって色，受益！脅自体のおおきな

変化を意味するものではないと湾えられる。

次節において， 1985年5月のウポジラ評議会議

長の選挙結果を中心に，新制度導入の政治的背景

を分析し，本節での考察を補強しよう。

（注 1) 本節は下記の文献の第2！~を加祭修医 Lt.こ

ものである。 Ahmad,Q. K.; H. Sato, .4id and 

Development Administration in Bangladesh，東京

Institute of Developing Economies, 19851rh 

（政2) ;¥'I：紡lは悶k容の第2｛部を参照。またウポシ

ラ関係のJ者法令，通達の類は，以下のこつのJ主主に収

録されている。 Governmentof the People's Republic 

of Bangladesh, "A1anual on Thana .1dministra・ 

tion, Vol. I, 夕、ノカ， 1983年／~•i, Manual on 

【Jpazila Administration, Vol. II.，ダソカ， 1983,｛ 

／同， Manual側 UpazilaAイ！mini白、

II.乙タ守ツカ， 1984年。以下， ＇iI斤1に必要な場合はそれ

バングラデシュ地方行政改革．の政治・経済的背景

ぞれ， Manual([), Manual (II), Manual (IIめとす

る。以下の概要は，主として，内閣局（CabinetDivi-

sion, Chief Martial Law Administrator’s Secretariat) 

の Resolutionon Reorganization of the Administ-

ration at the Thana Level によって整理している。

全文は Manual（わ， 23-59ベージ。

（注3) 日付けとウポジラ編成数は， Ahmad;

Sato，前掲書， 45ベージの Table7参照。

（注4) 内閣局の1983年11月28日の決議（r曲。lu但

tion）によって，サプディピジョンを県に昇絡させる問

題を検討する委員会が内閣次官を長とする 7人のメン

パーによって構成された。その報告一審は Government

of the People’s Republic of Bangladesh, Report of 

the SJう・ecialCommittee to Recommend the Phases 

,~{ Creation and Setup of New Districts.，ダグ力‘

1983年である。 1983年11月20日をピークに，ウポジラ

設置によって重裂性が低下するサブディビジョンの行

政中心都市では，県へのダ1－絡を要求する住上誌のストラ

イキ（ハノレター Jレ）が全凶l'tlにひろがっていた。政府は

これに対処して上記の委員会を設置した （lttefaq〔同

盟・団結〕， 1983年11月18,20, 23, 24, 26, 27日〕。

（注5) ネパーノレについては，Pradhan,P.，“Local 

Institutions, Decentralization and Resource Mobi-

lization in Nepal，” Abdul Hye編，前掲警， 226～

240ベージによる。

（注6) インドの凶ベンガノレを合むIHイギリス鎖イ

ンドのベンガノレ地方の燃焼模のおお庁さ，対人11比の

行政官数の少なさは，政府による行政問舗の調査委只

会報合’では必ず醤及されたテー？であった。 Govern但

ment of Bengal, Report, Bengal Administration 

Enquiη1 Committee 1944山45，アリプjレ，Superinten即

dent, Government Printing, 1945＂￥ーを参照。

（注7) /ttef aq, 1982年12月7LI。

（注8) 第：1奈の下欄が示すように，後助総額の5

～6割は贈与である。しかし，プロジェタト媛助の場

合は／l'i-;Ji土J.t二本が高いから，今後とも債務問題が全く存

d二しないというわけではない。しか L, R •ショパン

の予測では債務返済i七本がピークとなる1987/SSitと肢

においても， it準は17.31,＇；；：であろうという。 Sobhan,

R., The Crisis of External Iル，pendence:The 

Politi.al Economy of Foreign Aid in Bangladesh, 

ダ、プカ， UniversityPress, 198251'., 28ページ。

( ti: 9 ) Ahmad ; Sato，前掲出， 20ページ。

1ラ
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位 10) Bangladesh Observer, 1984年4月17口。

（注11) ltt宅faq,1981年7月20日。

〈注12) New Ag.官， 1982年 1月3日，および，

Bertocci, P. J，“Bangladesh in the Early 1980’s: 
Praetorian Politics in an Intermediate Regime，” 

Asian Survり，第22巻第10号， 1982年10月， 990ベ－

V。
（注13) 後出の第4表参照。 1984年2月5円の計凶

局（PlanningDivision）による「年次開発言十開策定準備

のためのガイドライン」（Guidelinesfor the Prepara-

tion of Annual Development Programme: ADP) 

によれば，政府は1985年度までにプロジェクト数を

日川に削ることを H擦とした。 Manual(II.わ， 115ベー

ミノ。

（注14) 向上書 114～115ベージ。
（注15) 同上書： 115ベージ。

（注16) Ahmad; Sato，前掲者。， 67～69ベージ。

（注17) コーニオン評議会の財政については， Sato,

H.，“Local Administration and Politics in Bangla-
d田h:A Case Study of a Union Parishad，＇’ In-

stitute for the Study of Languages and Cultures 

of Asia and Africa編， Studiesin Socio噂cultural

Change in Rural Villages in Bangladesh No. 3, 

東京， 1985年の第4i在参照。ユニオンのレベノレにおけ

る政府の補助金の比IT[については， Qadir,S. R.; Q. 

M. A. H. Saqui; M. S. A. Khan，“Government Grants 
to Local Bodies: A Case Study of Three Union 

Parishads，” Journal of Local Government，第11

1宝第 1.¥.}, 1982年 1～6月， 38～48ページが最も参考

になる。 AbdulHye編，前掲aの関述文献は，政府
の統計年報の全国的データを使っており，独自の分析

になっていなし、。

（注18) アク担 Jレ・ハヰード・カーン（Akhter

Hamid Khan）の指滋のもとに， 1960年代初頭から東

パキバタンのクミッラ p品で開始された協同組合運動で

ある。

（注19) グミッラ方式やIRDPの拡大にともなう受

必j溺の変化については，次の 2総）（を傘考にしたO

Blair, H. W.，“Rural Development, Class Structure 
and Bureaucracy in B阻 gladesh，” WorldDevelop-

ment，者16滋第 1I:}, 1978年 lJJ,65～82ページ／〆

Khan, A. R.，“The Comilla Model and the Integ-
rated Rural Development Programme of Bangla-

16 

desh: An Experiment i n Cooperative Capitalism，” 

World Development.，第7巻第4/5号， 1979年4/

6月， 397～422ベージ。

（注20) Kh叩，向上論文， 413ベージ。

（注21) Bangladesh Observe，・， 1982年 1月8日。
土地なし農民を対象とする農村銀行（graminbank）が，

ユニオン評議会の役員の介在を排除しているのもこの

ためである。

（注22) Bangladesh Bureau of Statistics, Year岨

book of Agricultural Statisticsザ Bangladesh

1979-80，ダッカ， 1980年， 697ベージ。原データは

Bangladesh Bureau of Statistics, Su仰のFReport 

ザ 1977Land Occupancy Survey of Rural Bang凶

ladesh，ダッカ，出版年不明。 1970年代の農村社会変

動と農業政策について論じた，長問満江「バングラデ

シム一一農村社会変動とジア政権一一J（『アジアトレ

ンド』第3勾 1978年夏） 77～92ベージも参l問。

（注23〕 Holiday,1982"1'-1月8fl。
（注24) 向上。

（注25) Khan，前掲論文， 415ベージ。

（法26) パングラデシュ開発研究所のマハプープ・

ホセイン氏の教示による。井戸の故障，部品の不足な

どについては， 佐藤~ r・イッテゾアッ !71978年’
ベンガノレ語新聞にみる農村事情一一」アジア経済研究

所調査研究部所内資料 No.55-2 1980年 20～26ベ

ージ。

(ti：幻） Abdul Bashar, M.; Qudrat-i・Elahi;M. 

F. Alam, A河 lnvestigati側 intothe Taka 100 

Crores Special Agricultural C問ditProgram1河e

in Some Selerted Areasザ Mym問 singhDistrict, 

Research Report No. 5，そイメンシン， Bureauof 

Socioeconomic Research and 1‘raining, Bangla-

desh Agricultural University, 1981年。

（注28) Manual (Iη，35ベージ。

(/t29) 向上諮 22～23ベージ。

II 地方行政改革の政治的背景

l. 翠竜王政権の民政化と地方行政

前節では，ウポジラ計闘の経済的背景；ι援助
と開発行政および農業・農村政策の転換というニ
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つの側面から検討した。地方行政が，国家の統治

機構の一環である以上，その改革に常に政治的意

図がつきまとうのは当然である。しかし，通常は

いわゆる政治的意図は揺され，公けに政策当局に

よって明らかにされる例は少ない。しかし，前節

で，少ない事例によってではあるがいちおうの仮

説として提示した，受益層の連続性という観点か

らすると，今回の地方行政改革の背景にはむしろ

政治的意図の方が濃厚なのではないかとさえ思わ

れる。

この点では，南アジアのなかでもとくにパキス

タン，パングラヂシュ，ネパールにおける地方行

政制度の国家機構上に占める特異な役割に注目す

る必要がある。それは，よく知られているよう

に， 1959～60年の時期にパキスタン，ネパールに

おいて明確な形をとるにいたった問機代議制の機

構としての地方行政制度の役割である。とくにパ

ングラヂシュにおける地方行政制度改革を論ずる

場合，パキスタンのアューブ・カーンの民政化過

程における地方行政制度の役割に注目する必要が

ある。アューブ・カーンは， 1958年10月のクーデ

ゲから， 1962年憲法下での大統領就任にいたる約

4年間の民政化過程のなかで，基礎的民主制（ba-

sic democracy）と呼ばれる地方行政制度を根幹と

する間接代議申！の構築を支配体制のかなめとして

重視した位1＼基礎的民主制の詳細は注記の文献

iこ譲るが，バングラデシュの地方行政改革の政治

的背景を探るにあたって重視したいのは，アユー

プ・カーンの民政化戦略に占める地方行政制度の

重安J性，および民政移行戦略そのものにおけるア

ユーヅ・カーンの経験の J性である。第7表

は，こうした観点に立って，アユーブ・カーンの

民政移行への誇段階を整理し，それにジアウル・

ラーマンと現在進行中のエルシャドのそれを重ね

パングラデシュ地方行政改革の政治・経済的背景

合わせたものである。

多少の段階のちがいはみられるものの， 3者の

共通性は明らかで，とくに，地方行政改革とそれ

にもとづく地方選挙の意義には完全な共通性がみ

られる。すなわち，軍政の比較的初期の段階に行

なわれる地方行政改革は，その他の綱紀粛正など

の手段とともに，旧勢力，とくにそれまでの議会

民主制に依拠する議員層および既存政党の支持基

盤の切りくずしをねらいとしている。

そのうえで実施される地方選挙は，もっとも下

のレベルから順次実施される（つまり，ユニオン評

議会選挙から）。 この選挙はむろん政党活動を抑圧

したうえで実施される。こうした地方選挙の実施

によって， a方では軍政を支持する（ないし軍政か

らの恩恵を期待する〉勢力を扶育し，これを既存政

党の地盤の切り崩しに活用する。したがって地方

選挙は，来るべき民政化に備えての与党勢力結集

の道具でもある。与党勢力は，クーデタによって

統治の前面に立つことになった軍・民官僚の一部

に既存政党の切り崩しによる親政府分子を加えた

構成になるのが通例で，こうした政党は無政党地

方選挙でE当選した多くの農民出身無所属議員を支

持基盤とする位2）。そのための補助金散布機構と

して地方制度が活用される。したがって，与党勢

力結集の重要な前提は，地方（タナ以下の〉レベル

における政治の政党系列化の欠如である（注目。こ

うした状況のもとに結成された与党をパングラデ

シュでは「政府党」（sarkaridal)と呼びならわして

いる。ジアウル・ラーマン政権におけるパングラデ

シュ民族主義党（BNP），エルシャド政権下のジョ

ノドル（問民党， J叩 adal)がそうした「政府党」の

例である。 I政府党Jの基盤は既存政党に比して

少なくとも当初は弱体であるから，地方団体の議

員・議長および末端の官僚層は「政府党」の重要

17 
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ffi 7表パキスタン，バングラデシュにおける民政移行過程

｜ パキスタン
民政移行への段降雪i

｜ アユープ・カーン

1. クーデタ I ’58.10.27 
（戒厳令，政党禁止令｜｛戒厳令は10.7) 
を伴う） ｜ 

（綱紀粛正による！日勢｜’59.3.5
カの放逐） ｜公務員追放令布告

2. 地方制度改革による｜’59.10.27
支持基盤づくり ｜基礎的民主制令布告

’76.11.22 
地方行政改正令

’76.11.30 
戒厳令司令官就任

’82.4.28 
行政改革委員会任命
’82.11.7（～84.2.1) 
ウポジラの設置
’83.11.27 
「政府党Jジョノドルの結成
’83.12.11 
大統領就任

3. 地方選挙実施
（無攻I選挙） 基礎的民主制代議員8万人選｜ユニオン評議会選挙 ！ユニオン評議会選挙！印12.却 1π71.13 

挙（各級地方評議会の選挙） I I '84.2.1 1 
！ポウロ・ショパの選挙

4. 大統領信任投票 ｜’60.2.14 ｜’77.4.21 ド85.3.21
｜基礎的民主制代議員 ｜大統領就任，選挙実施を公約上大統領信任投票
｜大統領信任 ド77.5.30 ド85.5.16/5.20 

｜大統領信任投票 ｜ウポジラ評議会議長選挙

5. 新憲法体制と「政府｜’61.5.6
党」の創出への努力 ｜憲法起草委員会

憲法草案を政府に提出
’62.3.1 
新憲法施行

’78.5.1 
政党活動再開
’78.6.3 
大統領選挙
’78.9.1 
「政府党」パングラデシュ
民族主義党（BNP）結成
’78.12.15 
憲法改正令（第5次改正）

’85.8.16 
ゾョノドルを含む民族戦線
(Jatiya Front）結成
’85.10.1 
政党活動の一部解禁

6. 民政移行への最終段｜’62.4～5 ｜’79.2.18 
階（戒厳令解除） ｜国民議会，州議会選挙 ｜国民議会選挙， BNPの圧勝

’62.6.8 I’79.4.6 
暮雲龍？議事霊長’国民｜戒厳令解除

’62.7.16 
政党法成立，政党禁止の解除
’62.9.4 
ムスリム・リーグ再建大会

〈出所） アユープ・カーンの事例については，加賀谷寛・浜口恒夫『南アジア現代史E一一ーパキスタン，パング
ラデシュ一一一』山川出版社 1977年の年表によった。その他については，筆者作成。

な支持膳である。そして，戒厳令を施行したまま

行なわれる選挙において「政府党」が国民議会議

席の圧倒的多数を占めることによって，民政移行

の過程はほぼ完了する。

民政移行のこうした枠組は政党結成のタイミン

18 

グを別とすれば，東西バキスタンにわたってアユ

ープ・カーンが築きあげたものである。東ノfキス

タン（パングラデシュ〉では， l札タナ，ユニオン

の3層の地方評議会（アニLープ期の council，ジアウ

1レ・ラーマン期の parishad）が地方指導者層結集の
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場となった。アユーブ・カーンは，この3，曹のな

かでもとくにユニオン評議会を重視し，これを通

じて農村土木事業補助金を散布した位4)。東ノfキ

スタンの4万人のユニオン評議会議員は基礎的民

主主義者（basicdemocrats）と名づけられ，大統領

選挙人とされた。

パングラデシュ独立後は，アユーブ・カーンが

築いたような間接代議制は否定され，これまで行

なわれた国民議会選挙，大統領選挙はいずれも直

接成人普通選挙によるものであった。

またジアウノレ・ラーマンとエルシャドは，アユ

ーブ・カーンとは異なったレベルの地方行政を自

らの権力基盤として育成しようと試みた。ジアウ

ル・ラーマンの場合には，それは「自立的村落政

府」（swanirbhargram sarkar）であり，エノレシャド

にあっては，今日のウボジラ計画である。この二

つの計画は， 1980年代初頭に明らかになったバン

グラデシュの農業・震村政策の新転換に対応する

政策であると同時に，それぞれの軍事政権が当面

した民政化をめぐる既存政党との対抗を意識した

政策であった。ウポジラ計画の政治的背景を探る

ために，ジアウノレ・ラーマンの「自立的村落政府J

計画（以下，グラム・ショルカーJレすなわちGS計爾と

略称する〕から，まず検討しよう。

2. ジアウル・ラーマンと地方行政

ジアウル・ラーマンのGS計画は，二つの特徴

をもっている。第1は， 1979年2月の尚氏議会選

挙で圧勝し，いわば「アユーブ型Jの民政移行を

果たしたのちにうち出された地方行政改革であっ

た点である。ジアウル・ラーマンは， 1975年11月

のクーデタによって剛戒厳令司令官に就任して以

来，文民大統領のサエムを凌ぐ事実上の戒厳令司

令官であった。 1976年11月には地方行政改正令を

施行し，ヨ塁打年1月にユニオン評議会選挙を実施

バングラデシュ地方行政改革の政治・経済的背景

した。その直後10億タカの特別農業融資制度の実

行を発表し，ユニオンレベルの指導層を自らの支

持基盤とする努力を行なった。ダッカのベンガJレ

語紙『イッテフアック』は選挙直後に各地の通信

員を通じてユニオン評議会の議長・議員の社会経

済的背景に関する調査を行なっているが位5),201

人の議長のデータからは，新人112人，経験者89

人という結果が出ている。同年のユニオン評議会

選挙に関する他のデータ位引によれば，新人議員

の比率は4割から 6割程度とみられる。筆者自身

のタンガイル県のあるユニオンにおける調査で

は，当選者9人は全員新人であるが，支持政党系

列からみると大別してアユーブ期のムスリム連

盟，ムジブル・ラーマン期のアワミ連盟，そして

無所属（中立〕系がほぼ3分の1ずつで桔抗してい

るという結果を得ている仇7）。地方選挙は非政党

選挙ではあっても，その地域の人びとには，当選

者の支持系列はほぼ明らかなのである。

ジアウノレ・ラーマンは1977年1月のユニオン評

議会選挙実施以降，急速に「政府党Jの結成，民政

移行へと進むことができたが，ユニオン評議会選

挙は，アワミ連盟，民族社会主義党(JSD），ムスリ

ム連盟などがいぜんとして根強い基盤をもってい

ることを示したのである位8）。その後の大統領選

挙でも，対立候補のオスマニーは2H立の得票を集

めたし，国民議会選挙でBNPは300議席中206議

席をとったとはいえ，得票率は41.2~与にとどまっ

た。アワミ連盟（マーレク・ウキル派〉は24.4伝，

ムスリム連盟（イスラム民主連盟と連合〉は10.0it';;i:,

JSDは4.9もなの得票を獲得した。

1980年5月から本格的にすすめられたGS計画

は，ユエオンの 1級下のモウザ（地租村〉を単位と

して行政改革を試みたもので，従来の地方行政改

19 
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草がユニオンのレベノレにとどまっていたことから

すれば一大変革をもたらすものとなった。ジアウ

／レ・ラーマンは，ユニオンの下部に行政的てこ入

れをすることによって，ユニオンにおける既存政

党の足場を崩そうと試みたのである。 GS計画

は，全国約6万8000の村落（gram）で，成人の全

員集会（gr阻 sabha）において全会一致で選ばれ

た1人の村長 (grampradhan）を含む11人〈うち最

低2人は婦人〉が，（1）食糧生産の倍増，（2）文宮撲滅，

(3）人口抑制，（4）村落の治安の四つの課題に関し，

村落レベルの計画を立案し実行するというもので

あった位9）。 1980年5月には全村にGSを創設す

るためにタナレベルに推進委員会を設置する指示

が下され位1め，同年末には S万5000 カ村， ~81年

3月には5万5268カ村でGSが成立したと報じら

れている位11＼しかし， GSの選挙をめぐって村

落内の対立が各地で噴出し，数多くの暴力事件や

訴訟をひきおこしtた。出先の官吏のなかには，村

落数を水増しして地方実力者の推薦する派閥をG

Sとして認めたような例も報告されている位12）。

政府はこうした混乱はごく一部にすぎないとして

G S計画を強行したが， 1981年3月頃には，ジア

ウ／レ・ラーマン自身が政府主催：のユニオン評議会

の指導者集会の席上公然と批判されるような事態

もおきたのである（注13）。

G S計聞は，四つの課題の遂行のため村落レベ

ルの計聞に対しては，必要財臓の8苦手lを補助金と

して交付することを予定していた。ジアウル・ラ

ーマン大統領のGS計画への思い入れは政権の米

期には異常なほど強かった。大統領はこの計闘を

民衆の参加と，地域レベルの財糠調達の新たな枠

組と考えていたが，むしろ実情は，村落レベノレの従

来の権カ関係が確認されたにすぎなかった悦14¥

1981年6月初日の大統領暗殺惜15）とともに， Gs 

20 

計画は中途半端なかたちでその政治的役割を終え

たのであった（エルシャド政権がGSの解散を正式に

決定したのは， 82年7月である〉（住民）。

2. ウポジラ針闘の政治的背祭

1982年3月24日のクーデタで全権を掌握したエ

ルシャド戒厳令司令官は，ジアウル・ラーマン政

権の末期から，世銀・ IMFの強い要請となって

いた開発行政の改革に直ちに着手した。 4月28日

には，行政再編・改革委員会を任命し，（1）現行の

行政の構造と組織をめぐる欠陥を指摘し，（2）権限

委譲（devolution）と行政を国民に近づけるための

適切な措置を勧告することを求めた。委員会は副

戒厳令司令官海軍少将M•A• ヵーンを長とする

5人の委員によって構成され，後に3人が迫力日さ

れた。委員会によって6月22日に提出された報告

書では，とくに地方行政の改革に力点がおかれた。

すなわち，タナを行政の基礎的単位とすること，

サブデ、イビジョンを県に昇格させること，県，タ

ナ，ユニオンの3段階を通じて，普通選挙によっ

て選任された評議会（council）に開発行政の全面的

機能が委ねられるべきことが強調された。この報

告においてはじめて，タナと県レベルに民選の議

長職をおくことが勧告された位17）。

この間， 1977年1月に選任されたユニオン評議

会の議長，議員の任期間贈が緊急の課組となっ

た。つまり，直ちにユニオン評議会の改選を行な

うべきか，それともタナレベルでの権限拡大をふ

くむ行政組織全体の構想、が闘まゥてからユニオン

評議会選挙を行なうかの選択をせねばならなかっ

た。 1982年6月，行政再鋪・改革委員会の審鵡と

時期を問じくして，エルシャド政権は82年 1月に

任期の終了したユニオン評議会の解散，官選の軒

定的なユエオン委員会の任命という方針を打丸出

したが， 4400あまりのユニオンに対して実に 1万
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5000ものユニオン委員会が名のりをあげ，グナの

行政官の支持を求めて賄賂が横行するという事態

を招いた位18）。結局この方針は 7月に入って撤回

され，！日ユニオン評議会の議長，議員は次回の選

挙まで留任することが決定された〈注19）。またGs 

も7月中旬には正式に解散の措置がとられた。

タナレベルの行政を拡充強化し，民選議長のも

とに開発行政を統轄するという行政再編・改革委

員会の方針は， 1982年10月頃から本格的に実行に

移された位20）。 10月23日の内閣局の決議は，タナ

に移譲されるべき行政分野と，タナの行政官の執

務分野を明確に規定した。この内容は1982年12月

23日の地方行政制度の改E令によって法制化さ

れ，さしあたり同法令の適用を受ける45のタナは

“upgraded th加が’と称された。この名称が翌年

7月17日の改正令によって“upazilla”と変賀され

たが，同年10月の再度の改正によって，現在の

“up出 ila”の名称、が定着した〈注目。

エノレシャド政権がウポジラのレベルを支持基盤

育成の対象としてとり出したのは，既存政党の基

盤を意識してのことであった。第1表のパングラ

ヂ、シュの地方行政区分からも明らかなように，ウ

ポジラはユニオンと県の中聞の行政!R分である。

さらに重要なことは，ユニオンと国民議会選挙区

（全閣で300）の中聞にも位置する。ユニオンはとも

かく，悶民議会議関は前大統領の与党 BNPが3

分の2を占めている。

こうした既存政党との力関係からすれば，エ1レ

シャド政権にとって，ウポジラの民選議長の役割

はきわめて盤要である。そこから，ヱノレシャド政

権による民政移行のプ口グラムである，ユニオン

評議会選挙サボジラ評議会議長選挙吋大統領選

という戦略が生まれてくるのは

当然というべきである。アワミ連盟とBNPを中心

パングラデシュ地方行政改革の政治・経済的背景

とする既存政党がエルシャドの提示したこのよう

な選挙日程に強く反発したことも理解に難くな

い位22）。とくに野党は当初に予定された1984年3

月のウポジラ評議会の議長選挙に強く反発した。

そのため1983年12月から84年1月にかけてユニオ

ン評議会選挙が実施された後，ウポジラ評議会議

長選挙は延期され，実際に実施されたのは， 85年

5月であった。

1983年12月から84年1月にかけてのユニオン評

議会選挙と85年5月のウポジラ評議会議長選挙の

分析は，ヱノレシャド政権の民政移行の可否を占う

重要な材料を提供するとともに，ウポジラ計闘の

政治的背景を理解する手がかりを与える。

両選挙とも表むきは非政党選挙として戦われた

ものの，候補者のなかには，公然たる政党員，支

持者が含まれていることは『イッテブアツク』紙

の報道からも明らかである。ユニオン評議会選挙

については，今回も問紙の報道は断片的であった

が，ウポジラ評議会議長選挙については，かなり

有意性の商いデータを提供している惜23）。

ユニオン評議会選挙については， 12県〈！日県）

仇 24）合計851ユニオン評議会の議長について，そ

の政党系列が紹介されている（データについては第

8表）。ユニオン総数に比較すれば約20広程度のサ

ンフ勺レとなり，北部ノ守ングラデシュの数県のデー

タがややおおきく欠けているが他は全国的に分散

している。

第9表はこのデータにもとづいて政党系列別の

集計をしたものである。既存の政党のカがいぜん

として強く， 「政府党」であるジョノドルは結成

直後ということもあって，その勢力はおおきくな

い。 『イッテブアック』紙は，シレット県につい

ては，かなり詳細なデータを紹介している。それ

によっても， 303ユニオンのうち，議長がなんらか

2I 
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第8表 1983～84年ユニオン評議会選挙のデータ数

－ E ーァ：一手々「デ－~~~数 F ~·-Ws· 

ディナジプ Jレ
ロングプル
ポグラ
ラジュシャヒ
パブナ

クシュティア
ジェソー Jレ
クルナ
ポトゥアカリ
ポリシヤノレ
タンガイ yレ

197 
340 
140 
275 
149 

107 
248 
216 
99 
22日5
100 

113 
48 

12 
76 
72 
44 

ジヤマノレプノレ
モイメンシン
ダ カ
フォリドフ。 lレ
シレット

クミッラ
ノアカリ
チッタゴン
チッタゴン丘陵

合計

ユニオン数 データ数

110 
340 20 
365 140 
311 
344 9 

363 191 
184 58 
302 68 
57 

4,472 851 

（出所〉 ltteρU/, 1984年2月1～3目。
（注〉 ユニオン数は BangladeshBureau of Statistics, Statistical Yearbook of Bangladesh I.981，ダッカ，
1982年， 35ページによる。

第9表 1983～84年ユニオン評議会選挙結果

竺一一戸1人 数｜比率（%）
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ジ冨ノドJレまたは
18ポイント委員会

政党系列なし

その他，不明

合計

〈出所〉第8表と同じ。
〈注〉 18ポイント委員会は，エルシャドの支持母体
として， 18項目の綱領をかかげて発込した団体。
ジョノドルはその後に生まれた「政府党」である。

の政党色をもつものが， 158人（52.Hな〕，無政党

が145入（47.9~）であった。

158人のうち，アワミ連盟が56人（18.5f,;:),BN 

Pが34入（11.2ぶ），ジョノドノレは35人（11.6伝〕，

ムスリム連盟12人（4.0伝），その他政党15人となっ

ていた。ここでも「政府党」の立場はさほど強く

ない。いずれにしてもこの時期では，地方政治に

おいて比重の向い無党派層の支持が［政府党Jに

とって唯一の支えであったであろう。ヱノレシャド

政権は1984年の3月に予定されていたウポジラ評
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議会議長選挙を，ほぼ全野党の参加した反対運動

のために延期した。しかしこの決定は，「政府党J

の組織がまだ弱体であったことからすれば，決し

てエルシャド政権にとってもマイナスではなかっ

た。

その後の『イッテフアック』紙の記事位25）によ

れば，この選挙の直後と 6月中句の2回にわたっ

て，戒厳令司令官秘書室は各県の長官を通じて，

ユニオン評議会の議長，議員の政治色について調

査しており，地方議員の政治的動静が情勢に応じ

てどのように変化しているかにエルシャド政権が

細かく注意を払っていることが推測できる。

ヱ1レシャド政権の行政改革および民政移行戦略

の要であるウポジラ評議会議長選挙は野党の抵抗

と「政府党」の態勢の盤わないこともあって，当

初の予定から約1年後の1985年6月16,20の両日

行なわれた。 460というウポジラ数は300という国

民議会議席数に近接しているから，その結果はほ

ぼ国政選挙結果に直結するものとみても誤りでは

あるまい。この選挙に反対していた野党のかなり

の部分が，無党派の装いのもとに選挙戦に参加し

ていた。旧20県別に， 『イッテファック』紙の報
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第10表 ウポジラ評議会議長選挙の党派別内訳

｜ …｜ 「~ 1 ジョノア~瓦一一 2）一一司王スリ｜厄－ I·~！！：→ーlラ総義！データ数｜叩無所属l..~ ｜連品、 BNP IJSD ム連盟l(M~ll その他政党（内訳）町
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マ
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ジ
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シレット
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チッタゴン

チッタゴン丘陵
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23 23 1 3 7 4 4 
100.0 4.3 13.0 30.4 17.4 17.4 

36 32 2 4 14 4 5 
100.0 6.3 12.5 43.8 12.5 15.6 

16 16 。 4 7 2 1 
100.0 。25.0 43.8 12.5 6.3 

32 31 6 2 12 7 。
100.0 19.4 6.5 38.8 22.6 。

18 18 1 5 7 1 1 
100.0 5.6 27.8 38.9 5.6 5.6 

12 12 。 4 。 2 。
100.0 。33.3 。16.7 。

21 21 1 1 11 3 1 
100.。4.8 4.8 52.4 14.3 4.8 

26 24 。 1 15 2 3 
100.0 。 4.2 62.5 8.3 12.5 

11 5 。 1 4 。。
100.0 。20.0 80.0 。。

28 20 2 5 7 5 1 
100.0 10.0 25.0 35.0 25.0 5.0 

11 9 。 2 4 1 1 
100.0 。22.2 44.4 11.1 11.1 

11 6 。 4 2 。。
100.0 。66.7 33.3 。。

34 32 9 7 9 4 。
100.0 28.1 21.9 28.1 12.5 。

49 26 3 4 13 1 2 
100.0 11.5 15.4 50.0 3.9 7.7 

26 26 3 4 11 3 1 
100.0 11.5 15.4 42.3 11.5 3.9 

。 1 3 。。 4.4 13.0 。
1 1 。 1 (BAKSL) 
3.1 3.1 。 3.1 
1 。 1 。
6.3 。 6.3 。
2 1 。 1 (KRP) 
6.5 3.2 。 3.2 
2 。。 1 (MK) 
11.1 。。 5.6 
4 1 。 1 (UPP) 
33.3 8.3 。 8.3 
3 。。 1 (UPP) 
14.3 。。 4.8 
1 1 。 1 (JI) 
4.2 4.2 。 4.2 。。。。。。。。。。。。。。。。
1 。。。
11.1 。。。。。。。。。。。
1 1 。 1 (CPB) 
3.1 3.1 。 3.1 。。。 3(KSP, MK, UPP) 。。。 11.5 
1 1 。 2 (NAP, BAKSL) 
3.9 3.9 。 7.7 。。。。。。。。
1 。 1 。
4.2 。 4.2 。
2 。。。
16.7 。。。。。。 2 (MK, SSP) 。。。 9.6 。。。。。。。。

37 30 4 11 
100.0 13.3 36.7 

26 24 12 4 
100.。印 .0 16.7 

16 12 1 4 
100.0 8.3 33.3 

27 21 4 2 
100.0 19.0 9.5 

30 14 3 6 
100.0 21.4 42.9 

490 4036)l ;2 1.ぺ100.0i 12. 9 19. 1器二｛ft4：引せoj i. 1 j f.2 I ts 
（出所〉 Ittefaq, 1985年5月17～24日より集計。

（注〉 下段は各県に占める各党議席の比率〈データ数を100とするバーセント）。

1) 政党はむろん，無所属（nirdaliya）とも記されていない例，実態は無所属と同じであろう。

2) Bangladesh Natio山 listParty (Khaleda Zia派）， Ziaur Rahman元大統領夫人の率いる政党。数字のなか

には， M.R. Chowdhuryの率いる分派も含むと恩われる。

3) Jatiya Samajtantrik Dal （民族社会党）系の2派を含む。

4) National Awami Party (Muza任arA出iad派）。

5) BAKSL=Bangladesh Krishak Sramik League, KRP=Khilafat Rabbani Party, MK=Mukti Juddha 

（！日解放戦士）， UPP=United People’s Party, Jl=Jamaat-e-Islami, CPB=Bangladesh Samyabadi Dal, 

KSP=Krishak Sramik Party, NAP=National Awami Party, SSP=Sammilit Sangram Parishado 

6）所属県不明の 1ウポジラを含む。

23 



1986030026.TIF

ここに如実に示されているのであ

る。ウポジラ評議会議長選挙の結果を1979年間民

議会選挙における獲得議席比率と比較してみたの

が，第11表である。この選挙における「不明J,

「無所属」当選者を「政府党」ジョノドノレに加え

党Jの性格が，道から選挙結果の確認できた 403議席について政

党系列別の結果を示したのが第四表である。ウポ

ジラ総数は新しいデータを利用しているが，選挙

の時点では， 461であった世的。つまり総数の87

この選品、をカパーしたデータとし、うことになる。

「政府党」の内容て順位を表のように並べれば，挙では「政府党」のジョノドノレは 403ウポジラの

は異なっても議席獲得のパターンは両年におい

きわめて酷似している。

個々の政党の浮沈とは独立に，

1年4カ月前のユニオン評うちの38岩与を押さえ，

て，議会選挙時に比べるとおおきく勢力を伸ばしてい

「政府党Jの支持基盤ともみられる「不明」， このような議席る。

ウポジラ配分の構造を可能にする最大の要因は，ウポジラの7苦手lをおさ「無所属Jを合わせれば，

レベル以下の地方政治における非政党的利益配分これに対して野党のなかでえていることになる。

の基礎的民主制以来築きあげられてきた，地方行

政の政治体制維持機能の根強さが地方政治におけ

る政党化の進行を阻むと同時に， l二からの補助金

散布に対する期待感と一体になった「政府党J支

持意識の温存を可能にしたのであろう。

とのような政治のもとでの，政党の役割，政治

的対立の軸は，政党化の進行した政治におけるそ

れとはかなり質を異にずるものとなろう。このウ

ポジラ評議会議長選挙における 4（）：~選挙区での当

選者と次点の党派別の分布をみてみよう（第12表〉。

アユープ・カーンのメカニズムではなかろうか。とはアワミ連盟と BN Pの勢力が後退している。

くに旧「政府党」であるBN Pの勢力はチッタゴ

ンを除くと凋落が著しし、。本来日N Pは，民政移

行期に軍人大統領の支持母体として糾合された政

その支持基盤は，新たな「政府党jの党であり，

登場によって容易に崩壊する。そのような「政府

国民議会議席（1979年）とウポジヲ

選挙結果（1985年）の比較

I 19ss年

｜獲得ウポ
議席比｜ジラ比

68.3 I 70.3 
13.3 I 11.4 

1979年

第11表

ウポジラの選挙でのこの表からまず分かるのは，

対抗関係の主軸は，一般に考えられているよう

党

ジョノドyレ日
アワミ連盟2)

政

ヅョノ！りレ対野党にあるのではなく，実はジ

ョノドノレ内部ないしは，一方の当事者をジョノド

「無所属J候補者の対抗関係で

ジョノドル以外の政党が次点となったケー

スで仮にその他の政党が勝利したとしても，野党

0.7 

0.71 

（出所） 1979年； Fran咽da,Marcus，“Ziaur Rahr 
Bangladesh, Part I: Political E主eali店nments,"
American Universities Field Sta任 Repor守ts,

1979 /No. 25 Asia，ハノーパー， AmericanUni-
versiti制 FieldStaff, 1979年， 3ページ， Table10 
1985,lj三：第lOJ受より作成。

（？主〉政党名の時称、は第10表参照。 1）「不明J「無
所属jを含む。 2）アワミ連盟の各派をすべて
含む。 3〕イスラム民主迎盟と連合。 4) JSD 
の各派をすべて含む。

盟連
的
ム

P
D
リ

N
Q
U
ス

B
J
ム

6.9 
5.0 
1. 7 

6.3 
3.0 
0.7 

NAP(M) 
UPP 

1.2 
0.7 

BNP 
アワミ連f,{l
（ウキノレ派）
ムスリム連盟的
JSD 
アワミ連股
（ミザヌル派）
人民戦線
パングラデシ ;:I.
人民闘争

政党
順位

1
2
3
4
5
 内b
n
d ノレとする「不明j

ある。

の勝利はらお土慢をみるのみである。つまり 403のウ

ポジラ中， 120十58=178を獲得するのである。

中のCI),(rr), Cm）の9種類の組みあわせのう

ん，最大のものは，（ I）対（ I）であり，（日〉対CII〕

「政府党Jとその支持者の範聞内がこれに次ぐ。
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第12表 ウポジラ評議会議長選挙における主要な対抗関係 （単位：人〉

一一～＼＼ 次点｜ ｜ （ ｜ 
当選者－－－－－－－－－－－－－一一 I< o不明十無所属｜（伽ヨノドfレ 1<m)＜削外の開 会 計

~ I) 不明＋無所十 創（20.γ 34( s.4) I 日＜ 3. 7) I 削32.2)
II）ジョノドル｜ 45(11.2) I 65(16.1) I 43(10. 7) I 1日：38.0)
（底）（回以外の政党｜ 36( 8.9) I 47(11.7) I 37( 9.2) I 120(29.8) 

合計｜四（40.2) I 146(36.2) I 95(23.6) I 403(100.0) 

（出所〉第10表と同じ。

（注〉 かっと内は合計（403）に対するそれぞれの欄の比率（%）。

での対抗関係が全体の55.8~立を占めている。規律

によって組織原則の維持される近代政党制では，

たとえ地方選挙といえど党候補同士の対立は例外

的なものとみなされる。ジョノドルの党組織の未

整備という条件を考慮に入れる必要もあるかもし

れないが， 「政府党」はこうした規律の貫徹しに

くい政党であり，権力の安定装置としてのみ存続

しうる致党である。

上記のウポジラ選挙の結果からみるかぎり，

「政府党Jとしてのジョノドルは，ジアウJレ・ラ

ーマン政権下のBN Pに近い立場にまで到達して

いるように思われる。またそこに到達するための

制度的条件づくりとしてのウポジラの導入は，政

治的な意味では，効果があったということができ

ょう。

ヴポジラの選挙後，1982年の行政再編・改革委員

会の勧告した県レベルでの民選議長の構想をはじ

め，県評議会の構想自体が捨て去られる方向に向

かっている位27)0ウポジラはそのため，地方行政の

核としてますます重要性を増している。また1985

年8月中旬に，ジョノドノレを含む5党からなる民

族戦線(JatiyaFront）が結成されたが，戦線は県か

らウポジラに至る地方組識の弱体さを，無党派の

議長を抱えこむことで補おうとしている〈凶叫す

でにウポジラ計画の政治的背景とその意図は公然

たるものとなっているのである。

〈注 1) 基礎的民主制Iについては，多数の文献があ
るが， Abedin,Najmul, Local Ad捌 inistrationand 

Politics in Modernizing Societies: Bangladesh and 

Pakistan, ダッカ， National Institute of Public 

Administration, 1973年が前後の歴史も含め，包括的

な研究であろう。

（注2) Bertocci, 前掲論文は，ジアウノレ・ラーγ

ンの体制が，農村のエリート！扇の支持と政府党（o伍cial

government party）への政治グループ指導者の抱え込

み（cooptation）という二つの柱をもっていると指摘す

る（同論文 99ベージ〉。ただし， アユープ・カーン

の場合，当初は政党抜きの統治を考えていた。ア旦ー

プ・カーンは自伝のなかで， 「政党なしにやっていけ

ない」ことに最初は気付かなかったという「誤算」を

告白している。アイユープ・カーン著 加賀谷寛・浜

口恒夫共訳『パキスタンの再建』東京 オックスブオ

ード大学出版局 1968年 313ベージ。

（注3) 悶じイギリス統治を経験し，類似の地方行

政制度をもっていたインドの西ベンガルチHでは，グラ

ム・パンチャーヤト（村落パンチャーヤト。パングラデ

シュではユニオン段階に相当〕のレベノレまで政党化が

すでに進行している。佐藤宏「インド・西ベンガノレナM

『左翼戦線』政権の農村・農業政策J（『アジア経済』

第21巻第1号 1980年1月） 2～19ベージ，パンチャ
ーヤト選挙結果の項参照。

（注4）農村土木事業は“Rural Works Pro-

gramme”と呼ばれる。 アユープ期のこの事業の言干倒

については，Sobhan,R., Basic Democracies, Works 

Programme and Rural Develoρment i河 East

Pakistan，ダッカ， Bureauof Economic Research, 

University of Dacca, 1968年。

（注5) Ittefi岬， 1977年2月5～11,13, 15～16, 

18日。
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（注6) Noon, Abdun，“Patterns of IえuralLead-

ership in Bangladesh，＇’ Bangladesh Political Stud・ 

ies, 第 lXl¥, 1978年11月， 64～77ページ， および

Rahman, Atiur，“Rural Power Structure: A Study 

of the Union Parishad Leaders in 日angladesh，”

Journalザ SocialStudies，第47.3, 1979年7月，

87～119ベージ。同種の調査については， Sato，前総論

文の第6章参照。

（注7) Sato，阿上論文。

（注8) Ittef aq, 19卸年7月9口の記事は，ジアウ

jレ・ラーマンがGS計画を強行するのは，野党がユニ

オン言平議会の大半を握っているからだという野党側の

見解を紹介している。

（注9) G S計幽の法的枠組は， 1976年の地方行政

令の改正という形で1980年の法律；第 I+｝によってーらえ

られた。選出刀法などは，同法にもとっく規則によ

る。名称は， SwanirbharGram Sarkar (Organiza・

tion and Administration) Rules, 1980である。 GS計

画については， Hug,A. S., "The Politics of Local 

Government Reform in Rural Bangladesh，＇’ Public 

Administration山1dD即 elopment，第5巻第3.y-, 

1985年7I 9 JJ, 20s～217ページ参照。
（注10) Ministry of Local Government, Rural 

Development and Cooperation, Swanirbhar Gram 

Sarkar (Sangathan " Prashashan) Bidhimala, 1980 

（上記（注9）に刀、した規則のベンガノレm1阪），ダッカ，

1980年， 13～15ページ。
（注11) lttefaq, 1981＂ド3月23目。

（注12）いl上 1981年2月19口。

（注13) iliLじ 1981年3月14日。

(itl4) 阿 L 1980＂ド11月1sn, s1年 1月10日など
の記事によると，村落集会（gramsabha）は形式的か，

さもなくばとれまだの実力：符が支持者をかり集めて反

対側lの主主：兇をおさえつけるのが斡過であった。また，

換村の政治屋，いわゆるタウト（tout）が GSのメンハ

ーにおさまっていた。村落集会にはタナのレベノレの行

政官が立ち会うが，かれらは政府党の文持者の掃をも

ったと指摘されている。

（注15) 下況の文献は，ジアウJレ・ラーγ ンの陥殺を，

彼がその権力基盤を箪1 官僚出民主業家迎合から，より

大衆的な主主総をもった体制に転換しようとしたことに

対する現状維持派の反黙とみる見解を昨日介しているO

Khan, Z. R.，“Bangladesh in 1981: Change, 
Stability and Leadership，” Asian Survey，第22巻費者

2 Y., 19s2:r 2月， 165ページ。
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（注16) lttef aq, 1982年7月11日。

〔注17) Committee for Administrative Reorgani-

zation/Reforms, Report of the Committee for 

Administrative Reorganization/ Reforms, ダッ

カ， 1982年， i～vベージの要約部分による。ただし，

県レベルについては，最近では評議会を設置しない方

向に動きつつある。 BangladeshObserver, 1985年

7月18日。

（注18) lttefaq, 1982年6月30日， 7月6円。

（注19) 向上紙 1982年7月8口。

（注20〕 10月23日の内閣局の決議は第I節の（注2)

を参照。

( i'l:21) Ahmad; Sato，前掲香， 121ページ。

（注22) 村山真弓「エルシャド民政移管の行方」

（『アジプトレンド』第29号 1984年冬） 7～12ベージ。

（注23) ユニオン評議会選挙データはIttザaq,1984 

年2月1～3日。ウボジラ評議会議長選挙結果は同紙

1985年5月17～24日。

〈注24) 以下の分析では， 1982.fド以前の20県制の県

単位を用いる。かりにIlll果としておいた。

（注25) Ittそかq,1984年6JJ 17円は，ある県の報道

民の通信として，県長官が前回の :1. ＝－－ オン評議会選挙

の議長良候補者全員の政治関係について，ただちに報

告するようもとめられていると伝えている。

（注26) Bangladesh Observer, 1985i.J:: 4月13円。

（注27) 向上紙 1985年7月18打。

（注28) Holiday, 1985年9Jl28日。

盟結論

本稿では， 1980年代初頭からパングラデシュで

ナすめられている地方行政改革の試みを途上国に

おける行政改革の一環と位置づけ，その経済的・

政治的背最の分析を行なった。

バングラデシュのウポジラ計聞は，行政学者の

いう「分権化」のなかでも，分散化（deconcentration)

の期型に属するであろう。地方への権限の委識で

ある“devolution”とは奥なったものであること

は明らかである。

そしてウポジラ計闘の濃厚な政治性からして，
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コンヤースのいう，「集権化の枠内の分権化」（de・

centralization within centralism）という性格づけが

現在の地方行政改革の内容を的確に表現するもの

であろう。

また農業・農村開発政策の観点、からこの計画を

みれば，第I節で示したように，ウポジラ計画は

補助金政策の枠内における政策転換という側面を

もっている。すなわち，肥料，濯瓶等の投入要素

に対する補助金の削減を，地域的な農業インフラ

ストラクチュアへの補助金によって置きかえるも

のである。こうした政策転換が，政府の中央段階

での計画行政の転換と結びついているために，ウ

ポジラ計画は開発行政の分権化の一環という位置

づけを与えられるのである。

また，かぎられた知見からではあるが，ウポジ

ラ計画の受益層は，従来の個別投入財への補助金

政策からもっとも利益を受けた層とも一致するこ

とを指摘した。

この政策松換は，本稿のなかでは政治的な支持

基盤の再編と関係づけられたが，補助金散布の形

態そのものの変化は，政治・経済両面にわたって

重要な含意をはらんでいると，いわねばならない。

その点をいくつか指摘して本稿の結びとしたい。

第lに，ウポジラ計闘による開発補助金は個別

投入財への補助金に比して，受益者の範囲をより

かぎられたものとする可能性がある。なぜなら，

後者の場合，補助金は細分化可能であるのに対し

て，開発補助金の場合は直接的にはプロジェクト

参加者くたとえば深井戸グループ〉が集中的に思窓

をうけ，ぞれ以外の者は間接的な均需にあずかる

にすぎないからである。

第2には，補助金の散布媒体としての地方行政

機構の関与は，従来の方式に比べより直接的であ

る。またウポゾラのレベノレを中心とする利雄配分

バングラデミノュ地方行政改革の政治・経済的背景

網の再編成が生じよう。またユニオン評議会のレ

ベルでは，地域の実力者聞の競合は主としてユニ

オンの農村土木事業をめぐる利権の争奪という形

をとることが多かったが借り，ウポジラのレベル

では利権の対象はより多額かつ広範囲なものとな

るであろう（注2）。

第3は，主として経済的な含意であるが，補助

金の経済効果という点で，ウポジラ開発補助金が

従来の個別投入財に対する補助金に対して利点を

もつか否かが今後の論点となろう。すでに年次開

発計画の国内資金の約2割がウポジラへの開発補

助金にまわされている以上，その経済効果は今回

の改革そのものの評価にかかわってこよう。ま

た，脱補助金化，民営化政策のもとで，深井戸の

購入を行ないえた上層農民層は明らかにウポジラ

計画の受益層となる可能性をもっているが，彼ら

が食糧・雇用問題の解決にどの程度貢献すること

になるかが問われるであろう。

ウポジラ計画は発足したばかりであり，その政

治・経済的含意をただちに吟味できるわけではな

い。しかし，過去の地方行政改革がいずれも当時

の政権によって，体制維持の礎石として構想さ

れ，それゆえに政権の交代と運命をともにしただ

けに，今回のウポジラ計画はバングラデシュ政治

分析の重要な課題であろう。

（注1) 佐藤「‘イッテフアツグ 1978年’……」 70～

77ページ。

（注2) Bangladesh Observer, 1985年7月23日に

よると，ウポジラ評議会議長の関与した不正銀行融資

事件がすでに摘発されている。

〔付記〕 本稿は，昭和59年度アジア経済研究所調査

研究部研究会「アジア諸国における開発行政の緊急課

題」の報告書を加筆修正したものである。ベンヌf，レ語
紙の利用については， NHK国際局の塙和磨，一橋大

学大学院三宅博之の両氏に多大の援助をいただいた。

（アジア経済研究所調査研究部〉
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